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は じ め に
朝鮮総督府は法令により神社および神祠（神社の下位）を規定していた。
詳細は第１節で説明するが, 神社を創立するには一定の基準が設けられ,
その基準を満たせない場合の「特例」として神祠がその設立を許可された。
なお, 法令と無関係にこれら神社関係の参拝施設を指す場合には, 本稿で
は区別するために便宜上「神社施設」と呼ぶことにする。
神社・神祠の増設政策について概略を説明するためには, 1936年８月に
神社制度が改編されたことを先に解説する必要がある。神社制度改編の主
要目的は２つあった。１つは国幣社列格に備えることで1), もう１つは官
国幣社以外の神社や神祠を階層制度の中に組み込み増設に備えることであ
る。
本稿の前編となる拙稿2)（以下, 本稿の前編と呼ぶ）では, 後者の主要
目的を対象にして, 神社・神祠の増設という政策と, 村落祭祀利用言説と
の関係を浮かび上げることを課題として考察した。中編となる本稿では,
その政策の立案・決定過程を一面一神社・神祠設置方針の変遷を辿ってい
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一面一神社・神祠設置方針を中心に
くことで, 可能な限り明らかにすることを課題とする。
なお, 本稿の続編となる後編では, 村落祭祀利用案を土着化の視点から
分析する予定である。この視点から, 村落祭祀との関係で神祠がどのよう
な方法で増設されようとしたのかについて, 実態の一端なりとも提示でき
ればと考えている。
先行研究について説明する前に, 先に用語を解説しておこう。本稿で用
いる一面一神社・神祠設置方針とは, 正確には一府邑面（府邑面は日本
「内地」の市町村に相当, 邑は1930年に法制化されたのでそれまでは「一
府面｣）に一神社または一神祠を設置する方針を意味する。なお, 実質的
には設置されていない多数の面に設置することを目指すので, 本稿では邑
面を略して「一面」とした。また, それらの面に設置する施設も実際には
神祠に限られていくので, 本文では途中から「一面一神祠」という語を用
いている（資料中の語を用いて)。
では, 先行研究についての説明に移ろう。一面一神社・神祠設置方針に
関して, 先行研究により次のようなことが明らかになっている。1937年７
月に日中戦争が始まってから１年あまりの後, 38年９月に時局対策調査会
が開催され, 時局の変化に対応する朝鮮統治の在り方について, 産業・経
済等あらゆる方面にわたって検討された。そこでの神社に関する議論を通
じて, 一面一神社・神祠設置方針が政策として表面化してきていた3)。と
はいえ，一面一神祠の設置方針の実施は地方ごとの差が大きかったため，
この方針は道主導でおこなわれたと見られ，実際いくつかの道において一
面一神祠設置の方針が決定されていた4)。しかし, 1945年６月の段階で一
面当たりの平均神社・神祠数は約0.49に過ぎなかったので, この方針は結
果として目標を貫徹できなかったということになる5)。
一面一神社・神祠設置方針の研究はまだ入り口に入ったばかりという程
度である。まだまだ謎に包まれている神社・神祠の増設政策を明らかにす
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るためにも, 一面一神社・神祠設置方針の変遷を辿っていくことは重要な
作業となるだろう。
１．なぜ一府邑面に一神社・神祠なのか
朝鮮総督府は法令により神社および神祠（神社の下位）を規定していた。
併合後に神社および日本の仏教「寺院」に関して, 主に創立の手続き等を
規定した法令は「神社寺院規則」(総督府令第82号, 1915年８月16日）で
ある（｢寺院」については, 第19条で「本令中寺院ニ関スル規定ハ内地ニ
於ケル仏道各宗派ニ属スルモノニ限リ之ヲ適用ス」と規定されている)。
なお, その後1936年の神社制度改編では,「神社規則」(総督府令第76号,
８月11日）と「寺院規則」(総督府令第80号, ８月11日）に分離して別々
に制定されることになる。
一方で, 植民地に特有な状況として神社の基準を満たすことが困難な場
合も現実的に起こり得る。このような場合に「特例」として認められた施
設が神祠で, それを定めた法令は「神祠ニ関スル件」(総督府令第21号,
1917年）である。その第１条で,「本令ニ於テ神祠ト称スルハ神社ニ非ス
シテ公衆ニ参拝セシムル為神祇ヲ奉祀スルモノヲ謂フ」と定義されている。
この「神祠ニ関スル件」も神社制度改編にともない,「神社規則」の内容
に合わせるように改正されている（総督府令第79号)。
神祠は「特例」として認められたとはいえ, 将来においては神社に昇格
することが想定されていた。たとえば, 各道知事宛の政務総監通牒「神祠
ニ関スル規則ヲ定ムル件」(内秘第71号, 1917年３月)6）では, 留意事項の
１つに「神祠ハ……且将来神社創立ノ場合ニ差障リトナラサル様注意スル
コト」と記されている。このことは,「心田開発運動」が始まった1935年
に発せられた内務局長通牒の中で,「神祠ニ在リテモ神社ト為スノ前提ト
シテ設ケシメラルル趣旨ナルヲ以テ漸次神社ニ昇格シ得ルヤウ督励セラレ
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タシ｣7）と指示されていることからも確認できる。
それゆえ, 神社制度改編において制定される「神社規則」の内容に整合
性をもたせるように,「神祠ニ関スル件」の当該規定も同時に改正される
ことになる。総督府当局がこの法令の改正について記した「説明｣8）を参
考にして列挙すると, 改正法令中の第２条中第５号（建物以外のその他工
作物も,「構造, 図面, 配置図」を提出), 第５条（｢崇敬者総代会」を置
くこと), 第９条（｢神社ノ例ニ倣ヒ毎年度収支予算ヲ定メ」ること), 第
10条（｢神社規則」の第12・13・26・29・30条の規定を神祠に準用するこ
と）が, 整合性をもたせた規定となる。
次は神社および神祠の「区域」(1936年制定の「神社規則」では「崇敬
区域」に）について考察しよう。1915年に「神社寺院規則」が制定された
時には, 神社（および寺院）は「創立地名」を届け出る義務はあったがそ
の範囲に関しては規定がない。
これは,「神社寺院規則」および同時発布の「布教規則」(総督府令第83
号, ８月16日）により,「宗教並神社寺院」の主管が「警察官署」から総
督府の内務部および「地方行政庁」へと移管したことによるのだろう9)。
移管後の内務行政において, 神社・寺院の創立に関する細則を定めること
が次の課題となるのは当然のことである。それは,「神社寺院創立許可標
準｣10）となって，各道へ下達されたものと考えられる。
この資料は「神社」｢寺院」｢共通」という各欄に対し,「区域」｢境内地」
｢建物」｢維持方法」｢崇敬者又ハ檀信徒」という項目の欄を設け, それぞ
れに「創立許可標準」を記したものである。神社の「区域」については
「一府面ニ二箇所ヲ許ササルコト」とあり11), ここにおいて一府（邑）面
に一神社設置の原則が打ち出されたといえる（邑は1930年に法制化)。
では神祠の場合はどうであろうか。1917年に制定の「神祠ニ関スル件」
には,「神社寺院規則」同様に「設立地名」(法的には神社・寺院の場合は
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「創立」で, 神祠は「設立｣）を届け出る義務はあるがその範囲に関して
は規定がない。それゆえ, 神祠は将来において神社に昇格することが前提
となる「特例」であるため, その設立にあたり「区域」に関しては神社の
「創立許可標準」に準じて,「一府面ニ二箇所ヲ許ササルコト」の適用を
受けたものと考えられる。よって神社と神祠を合わせるなら, 一府（邑）
面に一神社または一神祠設置の原則ということができる。
確かに,『朝鮮総督府官報』の彙報欄に掲載される「神社創立許可」お
よび「神祠設立許可」は, 当該神社あるいは神祠の地名が所在の府邑面と
なっている。
ところで, 1917年３月に「神祠ニ関スル件」と同時に発せられた各道長
官宛の政務総監通牒12) には, 留意事項４つのうちの最初に,「神祠ハ神社
ニ比シテ諸般ノ設備軽易ナル為動モスレバ濫設ノ弊ヲ生シ易シ」という認
識が示されている。このことは, 前記原則に違反する「濫設」を総督府当
局では当初から想定していたことを意味していよう。実際に「濫設」はあ
ったようで, 1932年には各道知事宛の内務局長通牒と判断される通牒13) が
発せられることになる。そこでは, 今後の「方針」として前記原則が明記
されるとともに,「例外」(一府邑面に設けられている神社あるいは神祠の
他に, さらに神祠が設立できるという「例外｣）も認める修正をおこなっ
ているのである（次節で考察)。
とはいえ, 前記原則が明記されている点は重要である。それは,「原則
トシテ一府邑面内一神社又ハ一神祠ニ限リ設立ヲ許可ス」という内容であ
る。要するに, 今後の「方針」として前述した「創立許可標準」における
原則には「例外」が認められることになったが, この原則自体はその後も
維持されていくのである。
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２．許可を受ける神祠と受けない神祠：神祠の統制問題
本稿の前編で検討したように, 総督府当局は神社制度の改編にともない
〈官製〉村落祭祀に対しておこなう措置として, 機能面における利用は続
ける方針を取る一方で, 神祠増設を念頭に法令による統制を開始していた。
つまり利用と統制の両側面をもつ措置であるということができる。つまり,
神祠は神社と違ってより土着化に近い位置にあったのだ。それゆえ, 統制
とは一方的になされるものではなく, 別の側面も併せ見ながら検討すべき
事項であると考える。
そこで本節では, 神社制度改編以前までの段階における神祠の統制問題
を, 神祠の変遷を辿りながら関係法令・通牒等も手がかりにして整理して
みる。
1915年と1917年に神社および神祠に関する法令が定められ許可制度が設
けられた際に, 既設の神社施設はどのような状況に置かれたのであろうか。
これに関して,「神社寺院規則」では「附則」にて, 本令施行の日より５
カ月以内に朝鮮総督の設立許可を受ける手続き（第１条の規定）をするよ
う記されている。設立許可を受けさえすれば法的に認められた「神社」と
なることができた。
一方, 既設の神社施設が創立出願できない場合（｢神社寺院規則」中の
神殿・拝殿を２年以内に建設する条件や, 崇敬者30人以上の連署を要する
規定等で）はどうなるのだろうか。この問題を考えるうえで,「神社寺院
規則」の２年後に制定された「神祠ニ関スル件」を見る必要がある。この
法令には,「神社寺院規則」のような既存施設への措置が明文化されてい
ない。むしろ，神祠は将来神社に昇格することが前提となる「特例」であ
ったため, 創立出願できない既設の神社施設を対象にそれらを神祠として
管理する意図もあったと考えられる。
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したがって, 既存の神社施設の中で「神社寺院規則」に則り許可を受け
ていないもので, なおかつ神祠としても設立出願していない場合は, 無願
神祠14) と見なされるわけである。これらは少なからず存在しており, 総督
府当局でも把握できていないのが実情であったと考えられる。この問題を
考察するために, 設立許可を受けた神祠数の変遷について, 朝鮮総督府編
『朝鮮総督府統計年報』をもとに掲載のある範囲で表に整理し（1917～
1942年)15), それを手がかりにしながら, 推測の段階ではあるが筆者なり
の見解を述べてみよう。
神祠の許可制度が始まった当初の１～２年は, 既設の神社施設の中でも
将来において神社昇格を目指すものが許可を受けていたのではないかと推
測される。その後は一端微増に転じ, 1923年頃から新設で許可される神祠
が漸増しているのではないだろうか。
朝鮮神宮（祭神は天照大神と明治天皇）の鎮座の年である1925年と翌26
年は, 明治天皇を奉斎することにともなう規制があったために増加が少な
いのではないかと考えられる。すなわち, 鎮座の影響を受けて, この1925
年に慶尚南道固城郡会華面の「西保尭外二十二名」より, 天照大神と明治
天皇を合祀する神祠設立願が出されたことが契機となり, 明治天皇奉斎に
ともなう規制が設けられたのである。そのため, 次のような５事項を具備
朝鮮総督府による神社・神祠の増設政策（中編)
― ―139
神祠数の変遷
年 1917 1918 1919 1920 1921 1922 1923 1924 1925 1926 1927 1928
増加分 11 21 9 5 8 5 18 26 5 1 22 23
累計 11 32 41 46 54 59 77 103 108 107 129 152
1929 1930 1931 1932 1933 1934 1935 1936 1937 1938 1939 1940 1941 1942
25 5 4 13 16 25 32 21 14 18 172 144 135 52
177 182 186 199 215 240 272 293 307 325 497 641 776 828
出典：朝鮮総督府編『朝鮮総督府統計年報』(1917～1942年の各年）
することが設立許可の条件とされることになった。それらの要点は, 神明
神祠の形式に改めること, 境内を清浄に保つ方法の確立, 神職を定めて祭
事を厳かに執行すること, 経常費支弁の具体的方法, 基本財産造成方法を
定めそれを願書に明記すること, という内容である16)。
1930年と翌31年も微増に留まっている。これはひとつに, 一府邑面に一
神社または一神祠という原則（後述）のため, 設立出願をしない無願神祠
が増えている状況の反映ではないかと考えている。その理由を内務局長通
牒から説明しよう。
まず, 1932年10月に出された各道知事宛の内務局長通牒と判断される資
料17) には,「経済交通聚落ノ状況等」に依り,「一神社又ハ一神祠ノ崇敬区
域ト為シ難キ特別ノ事情」があり, かつ「多数ノ崇敬者集団シ維持経営ノ
方法確実ナリ」と認めるときに限って, ２つの場合の「例外」を認めるこ
とが指示されている。すなわち,「(一）一府邑面一神社ノ外ニ神祠ノ設立
ハ之ヲ許可ス」および,「(二）一府邑面一神祠ノ外ニ仍神祠ノ設立ヲ許可
ス」である。解説するなら, １番目は一府邑面に一神社が創立されている
場合でも, 神祠であるなら設立を許可するという「例外」で, ２番目は一
府邑面に一神祠が設立されている場合でも, さらに神祠の設立を許可する
という「例外」である。
これら「例外」について内務局（資料には「其ノ筋」とある）が意図す
るところは,「特殊事情ナル場合ニ於テハ却テ神祇尊崇ノ思想涵養上遺憾
ナキヲ保セザル」というものである。そのために, 今後は「例外」にあげ
た通りに「詮議ノ方針」が「決定セラレタル旨」の内務局長通牒を発した
というわけである18)。ここに述べられている「特殊事情」が, 一府邑面に
一神社または一神祠という原則のため, 設立出願をしていない無願神祠の
存在を裏付けている。
1930年と翌年の微増に関わるもう１つの背景を, 1933年の内務局長通牒
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から考えてみよう。この通牒は平安南道知事からの照会に対する回答が各
道に伝えられたものだ。その照会には「神祠ト称スル範囲」に疑義がある
ので, ３つの事例をあげるから判断を示してほしいと述べられている。内
務局からの回答はこうであった。３つの事例それぞれにおいて,「公衆ニ
参拝セシムル為神祇ヲ奉祀スルモノ」(｢神祠ニ関スル件」第１条）を基準
にし, さらにケース分けをしている。そして, それぞれについて「個人祭
祀」(｢公衆」の「参拝」対象とならないもの）と認めるか否かの判断を示
している。認めない場合は法的な「神祠」に該当してしまうので, 道当局
では設立出願させるよう対処することになる。
この照会にあげられた３事例は平安南道内に「其ノ実例」があるものな
ので, 無願神祠の実態を知る手がかりとして重要である。列挙するなら,
「鉱山, 炭坑等ニ設立サレタルモノ｣,「商店等ノ屋上庭園ニ設立サレタル
モノ（例ヘバ京城三越ニ於ケル屋上稲荷神祠ノ如キモノ)｣,「遊廓内ニ設
立サレタルモノ」となる。これらは日本人移住者の信仰の対象として設け
られた神社施設と見なすことができよう。しかしながら, 前述したように,
置かれた状態が「公衆」の「参拝」対象となるか否かの基準により,「神
祠」となるか「個人祭祀」となるかの判断が示されている。
その他の無願神祠としては, 警察署や学校内にも神祠が設けられる場合
があったといわれている。筆者が具体的に挙げられる事例は, 農村振興運
動期における警察署の構内神祠19) や「中堅人物」養成施設に設置される神
祠20) である。これらは政策的に設けられたとまではいえないが, 農村振興
運動という政策の一翼を担う役割をもたされていた。
とはいえ，民間の無願神祠はより多く存在していたものと推測され, 前
記の３事例以外にも「稲荷祠」｢水天神祠｣ ｢山神祠｣ ｢愛宕祠｣ ｢金刀比羅
祠｣ ｢恵比寿祠｣ などをあげることができる21)｡ これらは個々の祠が置か
れた状態に応じて，以下で説明する３つの型のいずれかに該当していたと
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考えられる。次は，神祠の法的な定義として,「神祠ニ関スル件」(1917年）
第１条の「本令ニ於テ神祠ト称スルハ神社ニ非スシテ公衆ニ参拝セシムル
為神祇ヲ奉祀スルモノヲ謂フ」という条文を前提にして，３つの型を説明
しよう。
１つめの型は,「公衆」の「参拝」対象とならない個人的な祭祀施設で
あり, これは法的な「神祠」に該当しない。
２つめの型は, 法的な「神祠」に該当するにもかかわらず, 名称を神祠
としない等で許可を受けていない施設となる。
３つめの型は「神祠ニ類似ノ施設」で, これはさらに２つに分類される。
それは, ①事実上は法的な「神祠」のように機能しているにもかかわらず,
祭神を偽る等で設立出願していないタイプ, および, ②「公衆」を対象に
していないため「神祠」にする必要がないにもかかわらず,「神祠」のよ
うな「社殿」を建設したタイプである22)。
前述した農村振興運動関係の神祠は, １つめの型に属すといえる。だが,
無願神祠を考察するためには, むしろ民間の施設が相応しく, しかも２つ
めと３つめの型が設立許可の問題と関わるためにより重要だと考えられる。
神社施設を建てようとする側にとっては, 許可されて管理下に置かれ,
祭神や祭祀などの規制を受けるよりも, 自分たちの信仰の対象として建て
ることを望むのが当然の理であろう。しかも, 前述した「公衆」の「参拝」
対象となるか否かの基準は極めて曖昧なものであり, そのうえ罰則規定も
適用されていなかったようだ（後述)。そうならば, わざわざ出願するこ
とはないと考えても不思議ではない。
以上のことをもとにして, 朝鮮に存在した神社施設を整理してみると次
のようになる。法令にしたがうなら, 許可された神社, 許可された神祠,
無許可の無願神祠という３種類の神社施設が存在したことになる。
では, 次の神祠数の変化を見ることにしよう。次の変化は1933年前後か
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ら1936年頃にかけて見られ, 少しだが増加傾向を見せている。この時期は
農村振興運動の展開の中で,〈官製〉村落祭祀（｢天地神壇」｢農神壇」な
ど）を創る気運が醸成されていた。さらには, 1935年に始まる「心田開発
運動」において,「敬神崇祖」が一目標に掲げられ, 神社参拝の急増現象
をともないながら神社制度が改編されている23)。そのような影響で, 新設
で許可される神祠も少し増えていったのではないかと推測される。
だが一方で,〈官製〉村落祭祀もまた無願神祠の事例と見なされるもの
であるため, このような施設に対して取締りを開始している。1934年に全
羅南道で, 府尹・郡守・島司宛に内務・警務部長通牒24) が発せられた。そ
こには当時の実態として,「神祠ニ関スル件」により設立許可を受けた後
に社殿等を建設すべきところだが,「従来ノ例ニ徴スレバ建設後ニ於テ公
認方出願ノ向尠カラズ」と, 神祠の建設後に許可を受けようとする例が少
なくないことが記されている。加えて,「或ハ擅ニ建立シ濫ニ衆庶ヲシテ
参拝セシメツツアルモノモ在之趣ノ処」と, 許可を受けずに建立して「衆
庶」つまり「公衆」に「参拝」させている例も示されている。後者は許可
を受ける意図がないまま, 法令に定める「神祠」のように「公衆」に「参
拝」させているので, 当局としては放置しておけない存在であったはずだ。
しかしながら,「神社寺院規則」には罰則規定があるが,「神祠ニ関スル
件」にはそれがなかった｡「神社寺院規則」の罰則規定は,「許可ヲ受ケス
シテ神社寺院又ハ之ニ類似ノ建造物ヲ設ケタル者ハ一年以下ノ禁錮又ハ二
百円以下ノ罰金ニ処ス」(第20条）である。前述した神祠の違反例２つは,
本来はこの第20条の罰則が適用されるはずである。
だが,「神社寺院規則」は後に法制化される「神祠」を想定したもので
はない。確かに，神祠の違法行為に対して第20条の罰則を適用させるには
無理があるので, 神祠に対する罰則は曖昧となっている。
ここで「神社寺院規則」第20条の規定を解釈してみると,「神社」また
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は「之ニ類似ノ建造物」は,「許可ヲ受ケ」てから「設ケ」なければなら
ない, ということになる。つまり, すべての神社施設は許可を受けて「神
社」となる必要があると解せるのである。しかし, 後で「神祠」を法的に
認めたことにより，｢之ニ（神社に＝引用者）類似ノ建造物｣ の定義が曖
昧になってしまった。そのため，神祠に関わる大部分の違反は放置されて
いたと考えられ，前述したように無願神祠の問題が1930年代に入って生じ
てきたと理解できる。
前記の内務・警務部長通牒でも第20条の罰則を適用せず, いわば飴と鞭
でもって対処するように指示を出している。鞭の方は, 行政機関から「特
ニ関係者ニ戒告ヲ与ヘ」るという内容である。飴の方は,「特ニ此際手続
ヲ履行スル者ニ対シテハ不問ニ付スコト」にして,「始末書ヲ徴シ速ニ正
規ノ手続ヲ了セシメラルル様致度」としている。
無願神祠に対する他の取締り方法としては, 神社の霊代授与を規制する
方法も取られている。その内容は, 神祠から霊代拝戴の願い出があるなら
当該神社では設立許可書の写しの提出を条件に, 公認された神祠にのみ授
与することとするもので, 内務局長から各道知事に通牒により指示され
た25)。これを無願神祠を創る側から見れば, 許可が必要な「神祠」と不必
要な「個人祭祀」を分ける基準は曖昧であり, 罰則規定も適用されていな
い。これに目を付けて, 神社から霊代を授与され祭神として奉斎すれば,
面倒な規制を受けないで, 自分たちの信仰対象となる神社施設を作ること
が可能であったということになる。
３．一面一神社・神祠設置方針が出されるまで
（１）神社制度改編時にすでに方針はあったのか
一面一神社・神祠設置方針が表面化する過程を考察するためには, 神社
制度改編時においてその方針があったのかどうかを分析する必要がある。
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そこで, 先に総督府が実施した「心田開発運動」を簡単に説明しながら,
神社制度改編に至る過程を概略し26), その次に具体的な分析へと進んでい
くことにする。
1935年１月に公表された「心田開発運動」は, その立案・政策決定過程
において当初は「宗教復興」構想中心で議論が進められていた。だが,
「内地」での第１次国体明徴声明（８月）に対応して「神社制度の確立」
問題が急浮上してきた。その結果,「心田開発運動」は,「宗教復興」と
「神社制度の確立」という二重構造で議論が進められていったため, 開始
１年後の1936年１月頃に発表された「心田開発運動」の目標もまた,「敬
神崇祖の思想」と「信仰心」という二重構造から成るものとなっている。
前者の「敬神崇祖の思想」の方は, 同年８月に神社制度を改編することで
政策化され, 前述した「神社規則」や「神祠ニ関スル件」をはじめとする
神社関係諸法令が制定・改正されたのである。
なお, 筆者なりに統治政策の中で「心田開発運動」を位置づけた内容は
次のとおりである。農村振興運動の展開の過程で, 国民統合のために朝鮮
民衆の心意世界の編成替えを構想した総督府が,「敬神崇祖」にもとづき
神社への大衆動員を図る一方で, 公認宗教（教派神道を除く）や利用可能
な諸「信仰｣・教化団体の協力を引き出し, 支配に障害となる「類似宗教」
や「迷信」等は排除しようとした政策だといえる。また, このような政策
として位置づけられるため, 筆者は「心田開発運動」を「心田開発」政策
と呼ぶことにしている。
その後, 1936年８月に総督が交代し, さらに翌年に日中戦争が始まって
からは, この政策は国民精神総動員運動に解消されていく。だが, 個々の
政策, つまり神社への大衆動員や, 公認宗教, 諸「信仰｣・教化団体の協
力を引き出すことや,「類似宗教」や「迷信」等への弾圧は,「内鮮一体」
という新たなスローガンのもとでも継承されている。
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では, 一面一神社・神祠設置方針の問題へと移っていこう。この方針が
政策として表面化するのは日中戦争が始まってから１年あまり後の1938年
９月のことで, その後において一面に一神祠設置の方針を決定する道も見
られるようになる（｢はじめに」を参照)。
しかしながら, 1938年３月の『京城日報』の記事27) には興味深いことが
記されている。それは,「皇国無限の発展を期し皇国臣民の自覚を深める
といふ見地から総督府内務局ではこの際心田開発の中心計画たる一面一祠
の方針にもとづき, 一ケ面には必ず一箇の神祠建立を許可して」という内
容である。ここからは,「一面一神祠の方針」が前総督による「心田開発
運動」の「中心計画」であったことを知ることができる28)。
次からはこのことを検証してみる。
（２）神社制度改編までの新聞報道
1935年１月に「心田開発運動」が公表されてから神社制度改編に至るま
での時期において, 新聞報道を通じて一面一神社・神祠設置に関わる言説
がいつ頃現れるのか見てみよう。以下,『毎日申報』(朝鮮総督府の言論政
策を担った朝鮮語新聞, 1938年４月に『毎日新報』に改題）および『東亜
日報』(民間の朝鮮語新聞）記事の日本語訳は筆者による。なお, □は判
読不明文字でその字数は原文の字数に従っている｡〔 〕内は訳者による
補足である。
1935年７月に,『毎日申報』で神社参拝に関する咸鏡北道の知事腹案が
報じられている（４日付)。
【羅南】竹内咸北知事は民心作興の本意と官吏服務の明徴を期するに
は唯一である□□□〔神社のか〕信仰の道にあると□〔断か〕定して,
一般公吏に対して敬祖崇神〔敬神崇祖の誤り〕から自分の品格向上を
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感得することが緊要だと主張し, 知事自身が先頭に立って毎月一日午
前六時半を期し, 職員一同が羅南神社に参拝することに決定した。そ
うしたところ, 実行第一回である七月一日は府尹郡守会議開会中であ
るため, 参会中の府尹・郡守と道職員及び地方有志は定刻に集合し参
拝した。その月の社は, 初一日の行事に起因するという意味もあり,
陽光が照る神社境内で神前□〔奉か〕仕の真心より, 道治の精神を涵
養することは道民安寧に至幸であるということができる29)。
この記事には,「心田開発運動」で「敬神崇祖」が声高になってくる状
況を受け, 咸鏡北道知事が「先頭に立」ち, 毎月１日午前６時半を期して
道庁職員一同が羅南神社に参拝することに決定したと書かれている。
その後, 本国政府が８月３日に第１次国体明徴声明を発表し, 総督府で
も官通牒30) で総督府各部局や所属官署に対して,「本声明ノ趣旨ニ副フヤ
ウ措置相成リタシ」と指示される。それから２カ月後に,『毎日申報』に
忠清北道の清州神社について次のような記事が載せられた（10月２日付)。
【清州】施政二十五周年記念事業として清州神社を御奉遷することに
決まったことについて, 金知事は去る28日午前10時に在清州の閔記者
一同を道知事室に呼び左の如く語った。
我が国は神国にして悠久三千年の歴史を誇り, 万国無比の国体を世
界に□揚して文明社会□□進に寄与しているから, 真実, 神を崇敬し
神社を参拝することは我が国の歴史とともに始まったのである。国体
明徴および心田開発が提唱され, 神社参拝者は□増し, 多□□加して
いるのであるが, 清州神社にも□□□で昔日に比べる時, 隔世の感が
あり, □実に非常時局である□秋に衷心より□□に不□するところで
ある。
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然るに私は在任当初より清州神社に参拝してその位置が道路に近い
し, 周囲の環境も尊厳さを欠くところがあり, また拝殿と□場は狭く
日ごと増える参拝者を収容するのが難しいと考えていた。最近, 氏子
の間に施政二十五周年記念事業として永久的な御座所を御選定し, こ
れに御奉遷しようという議論が□□されたと聞いた□□実現が速くな
ることを熱望していたところ, 閔泳殷氏から自分の所有にかかる臥牛
山〔牛岩山の別称〕が□□神社御座所として適当ならば喜んで御寄進
するつもりだという意思の表明があった。
同地は樹木が鬱蒼として幽遠尊厳であり, 従来一般から御座所とし
て清州随一場所だと認められていたため, 真に同氏の今回の敬神奉祀
の挙は奇篤〔特の誤り〕なことであり□□の敬意を表するところであ
る。
本事業が施政二十五周年記念事業として真に有意義であるので, そ
の実現が一日でも早くなることを衷心より願いながら待っている31)。
この記事からは, 施政二十五周年記念事業として氏子の間で清州神社の
奉遷が議論されていたことがわかる。そして, その土地として閔泳殷が自
ら所有の牛岩山を寄進するという意思表明のあったことも紹介されている。
この直後, 1935年10月15日にさらに第２次国体明徴声明が発表され, そ
の際にも「其ノ趣旨ヲ体シ善処アリタシ」と再び官通牒32) が発せられた。
そして, ｢心田開発」政策において「宗教復興」と「神社制度の確立」と
いう二重構造の議論が生じている。
後者の「神社制度の確立」の方では, 法整備が進められるのに歩調を合
わせて, 10月18日に各道知事宛の内務局長通牒が発せられている33)。そこ
には, 神社に専任神職を置くことを徹底する指示（第１項目）をはじめ,
神社の「施設改善」に関わる10項目の指示が掲載されている。
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その直後の『京城日報』の1935年11月９日付記事は,「心田開発運動」
の展開の中で「一面一社」に関わる動向を報じている。
農村振興の経済的更生並び心田開発の精神的修養は今や全
マ
鮮
マ
の農漁山
村に及び好影響を与へて居るが総督府としてはこの心田開発運動に関
し具体的第一歩として過般
一, 在来朝鮮に於ける仏教改善のため寺刹の浄化
一, 神社社
ママ
祠に対する経済的根拠を与ふるため幣帛の積極的申出並に
地方費に依る支弁
等の方法を講じ頗る好成績を示して居るが, 更に第二段の方策として
内務, 学務両局関係各課では
一, 朝鮮に於ける仏教僧侶の素質向上
一, 山間仏教の街頭進出
一, 神社社
ママ
祠の建立運動
等の具体案を講究中で朝鮮神社令の制定も之と並行して着々進捗しつゝ
あるが, 既に警務局が主導する崇神思想の涵養と日本精神の徹底的運
動は全鮮の駐在所を初め各家庭に神棚の安置となつて具現し平南道の
如きは安武知事主導の下に一面一社を目標に神社の建立運動が行はれ
て居る34)。
この記事によると,「心田開発運動」を推進していた総督府当局（神社
行政に関わる部分は内務局, 公認宗教・教化団体等に関わる部分は学務局）
では, 神社行政の方は, 法整備（この資料では「朝鮮神社令の制定｣）作
業に並行して,「神社社
ママ
祠に対する経済的根拠を与ふるため幣帛の積極的
申出並に地方費に依る支弁」の方法が講じられていたようだ。
そしてさらに, 内務局が第二段の方策として「神社社
ママ
祠の建立運動」の
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「具体案を講究中」であったこともわかる。これに関係する事例として,
平安南道では知事の主導のもとに, 早くも「一面一社を目標に神社の建立
運動が行はれて居る」ことが紹介されている。したがって, 内務局による
「神社社
ママ
祠の建立運動」の「具体案」とは,「一面一社」と関係していた
ことがわかる。
やはり, 本節第１項で指摘したように, 一面一神社・神祠設置方針はそ
の後「心田開発運動」の「中心計画」となる可能性が高いようである。
４．神社制度改編にともなう一面一神社・神祠設置方針
（１）神社制度改編時の一面一神社・神祠設置方針
一面一神社・神祠設置方針が「心田開発運動」の「中心計画」となる可
能性を法令で確かめるため, 1936年８月の神社制度改編にともなって制定
（実質的には改正）された「神社規則」(総督府令第76号, 1936年８月）
を見てみよう。
そもそも神社制度改編の主要目的は２つあった。１つめは国幣社列格に
備えることで, ２つめは官国幣社以外の神社や神祠を階層制度の中に組み
込み増設に備えることである。２つめの目的に関して, その実施策の立案
・決定過程を考察するうえで,「神社規則」は格好の材料となるだろう。
1915年に神社の許可制度が設けられた際に打ち出され, 1932年でも継承
が確認された原則は,「原則トシテ一府邑面内一神社又ハ一神祠ニ限リ設
立ヲ許可ス」という内容であった。1936年制定の「神社規則」でもこの原
則は継承されていて, 第１条で「神社ヲ創立セントスルトキハ左ノ事項ヲ
具シ崇敬区域タル府邑面ニ住所ヲ有シ」と,「崇敬区域」が「府邑面」で
あることが明記されている｡「崇敬区域」や「崇敬者戸数」(｢崇敬区域」
内の総戸数となる）も届け出ることが義務づけられた。
神社の「崇敬区域」に関しては, 神社制度改編に関連して出された内務
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局長通牒35) でも確認できる。この通牒は「神社ニ関スル法令ノ施行ニ関ス
ル件」という標題からもわかるように, 制定・改正された神社関係諸法令
の施行に関して方針・指示を伝えたものである。
第16項目の「神社規則ノ改正ニ付テ」では,「原則トシテ崇敬区域ハ府
邑面ノ区域ト一致セシムル方針」が示されている36)。これを言い換えれば,
今後の増設を想定した場合それは従来の原則, つまり一府邑面に一神社設
置の原則を踏襲した「方針」であり, その「方針」に沿った増設体制が法
的に「神社規則」で準備されたということがわかる。
一方の神祠の場合,「神社規則」制定と同時に改正された「神祠ニ関ス
ル件」では, 改正前と同様に区域を示すような文言はないが, 従来通り神
祠は神社となることを前提に設立が許可されるので（改正「神祠ニ関スル
件」は「神社規則」との間に整合性がもたされている),「崇敬区域」に関
しても神社における範囲が適用されたと考えてよい。
なお, 改正「神祠ニ関スル件」では「神社規則」と同等（旧「神社寺院
規則」も同等）の罰則規定が新たに設けられている37)。この罰則規定が主
対象とする違反の実態は, 神祠を「自今許可前濫ニ著手セシメザルヤウ周
知スルコト38)」という内務局長の指示が漏らしているように, 許可を受け
ずに神祠を「濫ニ」建てている状況である。換言すれば, 第２節で述べた
ような取締り対象の無願神祠が存在する状況となるが, 従来において「神
社寺院規則」第20条の罰則規定がこれら無願神祠に適用されていなかった。
しかし, 改正「神祠ニ関スル件」では無願神祠を対象とする罰則が設け
られた。神社行政にとっては, 無願神祠の取締り体制をようやく確立する
ことができたといえる。
一方で見方を変えれば, 取締りが強化されたということは, 無願神祠は
それ相応の数が存在していたということになるのではないか。案の定, 取
締り強化は神祠の設立出願増に対してもあまり効果がなかったようで, 第
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２節の表を見ると1937・38年での増設数は少し落ち込みを見せている。
これは神祠の設立者側が規制を嫌って, 設立出願をしなくなる傾向の反
映だと考えている。なぜなら, 設立者側が許可を受けようとする場合,
「神祠ニ関スル件」改正が「神社規則」の内容に整合性をもたせるものと
なったため, 条件が従来よりも厳しくなっているからだ。その整合性の内
容を列挙しておくと, 建物以外のその他工作物も「構造, 図面, 配置図」
を提出すること, 崇敬者総代会を置くこと,「神社ノ例ニ倣ヒ毎年度収支
予算ヲ定メ」ること,「神社規則」の第12・13・26・29・30条の規定を神
祠に準用することとなる。
それに加えて, 神祠の設置方法が村落祭祀利用を想定した模索段階であ
ったことも増設数が減ったことに影響しているのではないかと考える39)。
これに関しては稿を改め本稿の続編（後編となる）にて論じる予定である。
1936年８月における神社制度改編の後, 総督が宇垣一成から南次郎に交
代した。そのため, 一面一神社・神祠設置方針は法令の制定・改正時に発
せられた内務局長通牒（前述）による説明程度に留まり, この時期には具
体的に実施の指示を出すまでには至っていない。宇垣の提唱した「心田開
発運動」はいわば宙に浮いた状態となり, 改編されて制度として確立した
神社制度はその推進力を失ってくる。
その後, 一面一神社・神祠設置方針が政策として表面化するのは日中戦
争開始の後, 1938年９月のことである。しかしながら, 神社行政ではその
間に何も施策がなかったとは思えない。一面一神社・神祠設置方針の具現
に向けて, つまり神社あるいは神祠を「崇敬区域」毎に１社あるいは１祠
ずつ増設していくことに備えて, 何かしら施策が取られていたのか確認す
る必要があるだろう。
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（２）神社・神祠増設に向けての施策
前述したように1936年８月の神社制度改編には主要目的が２つあった。
１つめは国幣社列格で, ８月の法整備の時点では京城神社と龍頭山神社が
国幣小社に列格した。２つめは官国幣社以外の神社や神祠を階層制度の中
に組み込み増設に備えることで, 法令が制定されて神饌幣帛料供進指定神
社の制度が設けられている。
この時, 忠清南道の大田神社はこの制度に則り道供進社に指定されてい
る。それから２カ月後の動きを『毎日申報』記事は次のように報じている
（10月８日付)。
【大田】(中略）明日から郡守会議が開催されるが, 会議が終了した
後, 来る10日に大田神社祭に郡守一同を参列させるつもりである。神
社を中心とする精神作興運動に今年から特に注力するところだが, 今
回は朝鮮人の先祖の魂というか, 朝鮮の主たる神を合祀することにな
った。一般朝鮮人をして敬神崇祖の思想を普及せんと, 本府からもか
なりこの点に力を注いでいるところである40)。
この記事は,「朝鮮人の先祖の魂」｢朝鮮の主たる神」という表現を用い
て,「国魂大神」を合祀することになったことを伝えている｡「国魂大神」
合祀が国幣小社列格の条件とされたので, これは神社側における国幣小社
列格に備えた動きと判断してよいだろう。しかしながら, 実際は合祀され
ていないし, その後も国幣小社に列格することはなかった。
ここで注目されるのは,「一般朝鮮人をして敬神崇祖の思想を普及せん」
と, 総督府当局も「かなりこの点に力を注いでいる」という記述である。
ここからは, 総督が南に交代した直後においても,「心田開発運動」の一
目標である「敬神崇祖の思想及信仰心を涵養すること」を, 神社行政が継
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承しているのがわかる。
では, 神社・神祠の増設に向けて神社行政が取ることになる施策を確認
していく。関係諸法令の制定・改正を受けて, 全羅南道の神社行政は素早
い対応を見せている（ただし, 他の道でどうだったかは不明)。
９月21日, 全羅南道ではまず「神祠ニ関スル件」の改正を受けて, 郡守
・島司宛に内務部長通牒41) を発している。それは「総代, 総代長及総代会
ニ付テ｣, および「神職ノ委託ニ付テ」という２項目に関する指示を内容
とする。つまり, 今後の神祠増設に備えて, 崇敬者組織の把握および神職
（神祠の祭祀を委託された神職）の負担減を指示した通牒となる。
次は９月28日に神社所在地の首長に宛てて内務部長通牒42) が出された。
これは神社・神祠増設に備え, 神職の出張に関する規定を明確にする内容
である。とくに, 祭祀を委託された神祠への出張を想定した「道内出張」
が明確にされるとともに, 神社の崇敬区域内の出張にも便宜が図られた。
それから９月30日にも再び神社所在地の首長に宛てて内務部長通牒43) が
出されている。そこでは,「朝鮮人ノ間ニ敬神思想ヲ浸潤普及スルハ現下
ノ急務」という認識から, 朝鮮人にも「漸進的ニ神社費ヲ負担セシムル方
策ヲ樹テ」て,「本年度ヨリ実施」するようにと指示されている。また,
この「方策樹立」後は「詳細道ニ報告」せよということである。
次は各道に共通した内容である。12月22日に各道知事宛に内務局長通
牒44) が発せられた。それは慶尚北道知事からの照会に対する回答を各道
にも伝える通牒である。従来において神明神祠の祭神を「天照皇大神」
｢天照大神」のどちらも許可してきたが, 朝鮮神宮同様に国幣小社でも
「天照大神」としたため, その他の神社（神祠も想定）でも今後は「天照
大神」とする旨を指示した内容である。
1937年１月には,「全羅南道神社処務規程｣45）が制定されている。おそら
く内務局長より各道知事宛に通牒があり, そこで各道共通の神社処務規程
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が示され, それを法令化するように指示されたものと推測される。この処
務規程は神社の社務を詳細な部分まで規格化し, 各神社に強要するもので
ある。そのため, 各神社では相当に煩雑な事務作業を負担させられたと考
えられる。
以上のような諸施策からわかることは, 一面一神社・神祠設置を上から
迫るような施策は取られないで, 神社行政は関係法令の施行に徹していた
ということである。確かに時期は総督が交代した直後であるため, 前総督
の提唱した「心田開発運動」は宙に浮いていた。また, 各道の統治現場で
も農村振興運動での更生指導部落拡充が引き続き重要課題であった46)。こ
のような状況のため, 神社行政は事務的に法令施行に徹していたものと考
えられる。
５．1937年の一面一神社・神祠設置方針
南総督期の一面一神社・神祠設置方針を研究するうえで, 資料面での制
約は大きい。そこで, 本節ではこの方針に関係する新聞記事の推移を検討
し, この方針の行方を追ってみたい。時期としては前節からの続きで, 日
中戦争が始まる1937年７月の直前から見ていくことにする。
（１）日中戦争の開始直前
日中戦争開始直前の４月に1937年度の道知事会議が総督府内で開かれた。
20日から23日までの４日間の日程である47)。この会議では, ２年度目を迎
えた南総督および総督府当局が統治政策を立案していくことに資せんと,
予め出しておいた５つの諮問事項に対して各道知事より答申がなされてい
る48)。興味深いことに諮問事項の３番目は,「民衆の信仰を扶植し宗教的
情操を陶冶するに最も適切なる具体的方策」となっていて, 道知事たちに
「心田開発運動」を総括させるような内容である｡『毎日申報』には関連
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記事があるので引用しよう（４月26日付)。
今般本府で開会された知事会議の諮問事項に, 民衆の信仰を扶植し宗
教情操を陶冶することにおいて最も適切なる具体的方策は如何か, と
いう一項があったが, 各道知事の答申は大体が神社の崇敬, 仏教と儒
教の振興の三者をあげていた。
その具体的方策としては, 神社の崇敬においては一郡一社または一
面一社の神社建設をなし, 一般の民衆参拝をなさしめる。仏教の振興
は, 先般開催された三十一本山住持会議の決定による仏教の刷新統制
と街頭進出による大々的振興を図る。儒教の振興は経学院釈奠祭と地
方文廟祭典の大衆的開放, その参拝等の勧奨により儒教道徳の普及を
なそうとする意見が大部分であった。
この他, 朝鮮在来の信仰を善導すること, すなわち地方にある里洞
祠の拡充善導をなすこと, 類似宗教の善導等も有力な意見として陳述
された。よって, 本府ではこの答申案を充分に参酌して具体案を作成
し, 本格的に信仰対策を講究することになった49)。
この記事からは, 各知事の答申の「大体が神社の崇敬, 仏教と儒教の振
興」という内容であったことがわかる。これは「心田開発運動」を肯定的
に受けとめて, その継続を唱えたものである。他の有力な意見である「地
方にある里洞祠の拡充善導」も,「心田開発運動」で検討されていた事項
である｡「心田開発運動」ではこれを「固有信仰」とし, その利用如何を
「部落祭」を調査することで探っているところであった50)。答申は「里洞
祠」の積極的な利用を説く意見である。弾圧を開始していた「類似宗教」
に関しては,「善導」するという意見が有力と伝えられている。
また,「神社の崇敬」における「具体的方策」としては,「一郡一社また
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は一面一社の神社建設をなし, 一般の民衆参拝をなさしめる」という意見
が大部分であったようだ。これもまた, 前総督期での神社制度改編におけ
る内務局の方針を踏襲した内容である。
以上から, この段階での道知事の答申は「心田開発運動」を肯定的に捉
えていて, それを継続することを唱える意見が大部分であったことがわか
る。総督府当局ではこれらの「答申案を充分に参酌して具体案を作成」し,
「本格的に信仰対策を講究することになった」という。
（２）日中戦争の開始直後
1938年２月, 『毎日申報』 で日中戦争の開始後における神社行政の状況
を伝える記事が書かれている（９日付)。
敬神観念の振作昂揚と国体明徴徹底にともない, 官国幣社五社および
官国幣社以外の神社五十一社と, 朝鮮内に現存する神社以外に今後朝
鮮各地に多数神社の建立をみる趨勢に鑑み, 皇典講究所朝鮮分所では
これらの神社に奉務する神職の養成を企画し, 昨年に短期講習会を開
催してその養成を図ったのであるが, このような短期講習会では充分
なる神職の人格陶冶をなすことに遺憾があるため, 十三年度には再び
これを拡充強化して養成期間を一年とし, 専任講師一名および兼任講
師若干名を配置して学術と人格にあってより神職として適当な人物を
養成することになった。
また, 同所ではこの他に日常祠宇の保護やその他各般の斡旋をする
者の神祠事務観念を涵養し, 官公吏その他に対して神祇についての知
識普及をなし, 短期講習会を開催する等, 国体明徴徹底とともに積極
的活動をすることになったため, 本府でも新年度にはこれに対して経
費で相当額を補助することになった51)。
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この記事からは, 1938年度に皇典講究所朝鮮分所52) に養成期間１年の神
職養成機関を設けることになったことがわかる（＝神職養成部)。神社側
（皇典講究所）の見解として,「今後朝鮮各地に多数神社の建立をみる趨
勢に鑑み」てのことだという。戦争勃発を契機として,「心田開発運動」
に共通する「敬神観念の振作昂揚と国体明徴徹底」(記事）が声高に叫ば
れる状況が生じたようである。
しかし, ４月の道知事会議での答申案を受けて「講究」することになっ
た「信仰対策」は, 戦争開始にともなう時局の変化のために保留になった
といえる。なぜなら, 時局の変化に応じるべく1938年９月に時局対策調査
会が開催され, そこでようやく一面一神社・神祠設置に関する議論がなさ
れているからだ。
そもそも神社行政にとっては, 戦時体制にともない神職不足の問題が深
刻になっていく時期であり53), 神職の質の向上も課題となっていた54)。実
際のところは, そのような問題を背負いながらの増設問題なのであろう｡
「信仰対策」を保留している総督府当局では, 神社行政においても, 朝鮮
分所に対して「経費で相当額を補助する」程度の施策を講じるしかなかっ
たといえる。
６．1938年の一面一神社・神祠設置方針
扶余神宮（未鎮座）は1939年６月に創立される。総督府が「皇紀二六〇
〇年」の記念事業として, 1939年度以降５カ年継続事業でその造営を計画
した55)。総督府内でこの計画がいつどのように立案・決定されたのかは不
明な点が多い。
最初の動きとして, 総督府が本国政府に対して創立のための手続きを始
めた時期がわかっている。それは1938年11月のことで, 一面一神社・神祠
設置方針が政策として表面化する時局対策調査会（９月）の２カ月後であ
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る。そのことは, 朝鮮総督府の政務総監が内務次官宛てに出した依頼文56）
によってわかる。ということは, この２カ月の間に総督府内で扶余神宮の
造営が計画されたことになる。この計画と一面一神社・神祠設置方針とは
どのような関係にあるのだろうか。それを知る手がかりとして, 後に多数
の神祠が増設される全羅南道の動向から検討してみよう。
（１）1938年の全羅南道
先行研究でも全羅南道に設立された神祠数が取りあげられることが多い。
各道における神祠の設立許可をまとめた研究57) での数字を用いれば, 全羅
南道の神祠は, 1935年までの期間に19祠, 1936年に２祠, 1937年に６祠,
1938年に２祠の設立が許可されていた。そして, 1939年には134祠も増設
され, その後は1940年に76祠, そして1941年に10祠が設立された（以下に
取りあげる神祠数も同研究にもとづく)。合計240祠となるので, この数は
全羅南道の府邑面の数に相当している。
1939年に多数の増設があったということは, その前年である1938年に全
羅南道で一面一神社・神祠設置方針に関わる決定があったことを予測させ
る。それでは新聞記事を見ていこう。６月の『東亜日報』記事には, 増設
の計画が次のように報じられている（30日付)。
【光州】全羅南道では敬神崇祖の思想を全道的に拡大強化するために,
昭和十三年度から十五年度までの三年間に継続事業として, 道内二百
四十の府邑面全体に神社を新設しようと計画中であったところ, 近日
〔先日の意か〕にはその計画が完成されたという。その内容を見ると,
今年度には百十二社を新設するといい, 現在の既設は神社七箇所と神
祠三十箇所であるから, この計画は全南道民の精神運動上, 画期的な
起源であるという58)。
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この記事からは, 1938年度から1940年度までの３年間に継続事業として,
道内に240ある府邑面の「全体に神社を新設しようと計画」を立て, その
計画は６月末頃に「完成」していたことがわかる。そして, 見込みとして
は1938年度末までの間に112社を「新設」するという。ここでいう「神社」
は「神祠」も含んだ総体を指しているため, 実質的には神祠を意味し, し
かも道レベルでの計画であるから, 法的な手続きを経て設立許可を受ける
神祠が記録としても残ることになる。神祠の取締り強化を念頭に置けば,
計画により「新設」される神祠は建設前の許可を指しているのかどうかを
確認する必要がある。
全羅南道の計画は８月の『毎日新報』にも報道されているので, 引き続
き考察を進めよう（９日付)。
【光州】全南道では二五〇万道民に対する国体明徴, 敬神崇祖観念の
涵養を図ろうと, 皇紀二六〇〇年記念事業として一面一神社神祠の計
画を立て, 十三年度には百十二祠を建設することになったのであるが,
道民の燃える熱い誠意により意外の進捗を見ることになり, 百三十五
祠に増えた次第である。十四年度・十五年度には残る八十三祠を御造
営することになったことにより, この情勢からすると三箇年計画が二
箇年で完成するのではないかと考えられているという59)。
これは前述の記事から１カ月あまり過ぎて書かれたのであるが, 神祠
「新設」の見込みが135祠にまで増えている。また, この「一面一神社神
祠の計画」が「皇紀二六〇〇年記念事業」の一環として立てられたもので
あったこともわかる。
それから,「建設」や「御造営」という言葉からわかるように, 設立出
願をしないで先に社殿を建設している点には驚かされる。無願神祠の取締
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り体制は, 1936年８月の改正「神祠ニ関スル件」により確立したはずであ
った（第４節で述べた)。現実問題としては設立の経費が重要課題である
ため, 神社行政としては規制するよりも確実に建設することを優先したの
であろうか。
この年の12月になると, 神祠「新設」の見込み数がさらに微増している｡
『毎日新報』記事を示そう（22日付)。
【光州】全南道では敬神思想の普及徹底を期するために, すでに一面
一祠制度を実現するために尽力してきた。昭和十五年, 皇紀二六〇〇
年の紀元節までにはすべて完成する考えで, その設立を要する邑面数
は二百十七邑面であるが, そのうち大部分は十四年度に竣工するとい
う。そして, 十三年度中に設立するものが百三十九祠だという60)。
ここでは神祠を指す実質的な表現に変わっていて, 計画が「一面一祠制
度」(記事の題名は「一面一神祠計画｣）と書かれている。そして, 1940年
の「紀元節｣, つまり1939年度の末頃までにこの制度が「すべて完成する」
と予想されていた。1938年度末までの神祠「新設」の見込み数も139祠へ
と微増している。また, この記事では「竣工」という語を用いているので,
この記事でも社殿の建設が先に進められていることを確認できる。
以上をまとめると, 1938年度に関していえば, 全羅南道では６月末の時
点で年度末までの間に112祠の神祠について設立許可を計画していた。そ
の後は少し増えて12月末の段階で139祠を見込んでいた。この計画は「一
面一祠制度」(あるいは「一面一神祠計画｣）と呼ばれるようになる。６月
末頃にこの計画が立てられてから1938年度末までの間の設立許可は, 年明
けの２月23日付のものから始まっていて, しかも２月と３月の日付がほと
んどすべてで, ほぼ見込み通りの131祠という数に達している。
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なお, 総督府内で一面一神社・神祠設置について議論が起こり, この方
針が政策として表面化するのは1938年９月になってのことであった。全羅
南道ではそれよりも早い時期に,「一面一祠制度」の計画を立てて実施に
移していたことになる。
全羅南道での計画実施は国民精神総動員朝鮮聯盟の創立（1938年７月）
と時期が重なるため，その影響の可能性も視野に入れなければならない。
しかしながら，この方針自体は, 前述したように「心田開発運動」の「中
心計画」であり, 神社制度改編に際してもその方針が内務局長通牒により
説明されていた。その後の神社行政は, 一面一神社・神祠設置を上から迫
るような施策を取らないで, 制定・改正された関係法令の施行に徹してい
たことも確認している。したがって, 全羅南道で立てた計画がそれ自体独
自なものだったというわけではなく, 神社制度改編時の方針を受けて, そ
れをただ単独で実施に移したものとして理解した方がよい。
また, 単独で実施に踏み切るに際して,「皇紀二六〇〇年記念事業」を
掲げて計画を位置づけた点にも注目される。この大看板は, その後に他道
で展開される増設計画にも受け継がれている。この「記念」の年である
1940年を前後する時期に, 神社造営の多くは内・外地を問わず, また官国
幣社から民間の小祠にいたるまで, この「記念事業」の題目を掲げて社殿
新営・改築あるいは境内拡張・整備などがおこなわれていたという61)。ま
た, 未鎮座の扶余神宮も,「皇紀二六〇〇年」の記念事業として総督府が
造営を計画したものであった。
（２）1938年の他道
次は他道の例として, 1938年６月に京畿道開豊郡での神祠増設を報じた
『毎日新報』記事を示そう（５日付)。
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【開城】開豊郡には早くから土城里（中西面）と鳳東里（進鳳面）に
神祠が奉安されていて, 今春には中面に大麻奉安殿が設置されたので
あるが, 今般は青郊面で神祠を奉安しようと期成会まで組織した。こ
れと前後して残りの十の面でも今は神祠を奉安しようと計画中なので,
今年中には開豊郡内の十四の面には□□に〔に＝〕神祠が奉安され
るという。
そして, 面民は神祠を中心に日常の生活と信仰を□□に〔に＝〕
し, また国体明徴と敬神崇祖の観念を涵養して皇国臣民としての確乎
たる精神を堅持せしむるという62)。
この記事は「一面一神祠計画」という標題のとおり, 一面に一神祠を設
立するという「計画」を開豊郡で「樹立」したという内容である。1938年
中には14の面に神祠を設立する予定だというが, 実のところ開豊郡には総
督府に設立を許可された神祠はない。無願神祠の取締り体制を気にするど
ころか, 開豊郡では無願神祠の奉安に熱心である。全羅南道同様に願い出
よりも前に建物を建設するのが，従来からの一般的な実態だったと考えら
れる。
また,「国体明徴と敬神崇祖の観念を涵養して」という「心田開発運動」
での目標と,「皇国臣民」という「内鮮一体」期の用語とが混在している
のは, 神社・神祠の増設に関して総督府当局がまだ明確な方策を明示して
いないことの反映であろう。
開豊郡の「一面一神祠計画」は, 20日後にも『毎日新報』記事で書かれ
ている（25日付)。
【開城】開豊郡南面では, 面民に国体明徴と敬神崇祖観念を涵養しよ
うとして金面長の活動で神祠建造についての具体案が立てられ, □□
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□□〔神祠建造か〕が進行されて今秋十月までには竣工されるという。
これにより一面一神祠の□□□大方針はいよいよ具現されていくとい
う63)。
開豊郡の「一面一神祠計画」は, 面長が中心になってその具体案が作ら
れたことがわかる。やはりまず建物工事が進められていることを確認する
ことができる。また, このような計画を立てたのは京畿道では開豊郡だけ
の動向であったようである。
その後の経過は, ９月になって総督府内で議論が起こり, 一面一神社・
神祠設置方針は政策として表面化してくる。その直後の10月, この方針の
実施が決定されるまでの過程において, 忠清北道の沃川郡でも「一面一神
祠計画」が立てられていたようだ｡『毎日新報』の記事は次のように報じ
ている（16日付)。
【沃川】沃川郡では昭和十五年建国紀元二千六百年の紀年事業として
一面一神祠を御造営せんと, 十月末までに各面に神祠御造営奉賛会を
組織し, 一面五千円を限度に面民の浄財寄進により計画を樹立・実施
するというが, 遅くとも昭和十九年度までには工事が完了するだろ
う64)。
沃川郡での「一面一神祠計画」も全羅南道同様に,「建国紀元二千六百
年の紀年事業」と位置づけられている｡「面民の浄財寄進により計画を樹
立・実施する」とのことである。沃川郡は「神祠御造営奉賛会」を組織し,
開豊郡同様に許可を受けるより先に建設工事が進められている。このよう
な計画を立てたのは, 忠清北道でも沃川郡だけの動向ではないだろうか。
国際文化論集 №41
― ―164
７．1939年の「一面一神祠」設置方針
（１）総督府で「一面一神祠」設置実施が決定
1939年の動向を見るうえで, 全羅南道で先んじて実施された「一面一祠
制度」計画の影響に注目する必要がある。そのことにも関連するが, ２月
の『毎日新報』に, 総督府内で重要な決定がなされたことを報じる記事が
掲載されているので次に示そう（17日付)。
去る八日から十四日まで一週間全国的に実施した日本精神発揚週間
は, 大きな成果を収める中で有終の美を飾って終わったのであるが,
特に国民精神総動員朝鮮聯盟でこの運動を指導した位であるから, 精
神運動として大きな収穫を得たという。
特に日本精神の核心となる皇道と国体明徴について, 窮僻とした田
舎にまで徹底した意識をもっていることに照らして, この度総督府で
は一面一神祠主義により各地に神祠を建てて国体明徴と敬神崇祖の精
神を徹底して普及させることにした。そうして, これについての詳し
い内容を少し前に各道に通牒し, 面として神祠がない所には積極的に
これを建てるようにしたところ, 目下各道ではこの予算と同様, 計画
を□□〔着々か〕立てだしており, すでに全羅南道のような所ではそ
の計画と設立認可（設立許可願＝引用者）を総督府に提出している最
中であるという。そして, 忠清北道と平安北道の各道でも相当な計画
を立てているようである。このように一面に一神祠をすべて完成した
後には, 神祠の主宰はその面にいる小学校長がこれを任されることに
なる模様であり, これを次第〔なりゆきの意か〕にして学校長の講習
会のようなものも開くようである。現在, 面として神祠が設立されて
いる所は三百二十面であり, これから一面一神祠を建てることになる
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面は千九百七十五面にもなるという65)。
この記事が伝える重要な決定とは,「一面一神祠主義により各地に神祠
を建てて国体明徴と敬神崇祖の精神を徹底して普及させること」という内
容である。神社行政の立場からすれば, この記事の表現からもわかるよう
に,「心田開発運動」の「中心計画」であった一面一神社・神祠設置方針
を, 上からの指示で実施に移していく施策となる。ただし一面に一神社設
置は不可能であるから, 後退してより現実的な「一面一神祠」設置に絞ら
れている。
また,「神祠の主宰はその面にいる小学校長がこれを任されることにな
る模様」とある｡「神祠の主宰」とは総代長を指している (｢一面一神祠｣
の「完成」後であるため，出願時の代表ではない)。改正「神祠ニ関スル
件」の第８条で, 祭祀を神職に委託できない場合, 崇敬者の中で神社祭祀
に「心得」のある者がこれをおこなうことが可能になっている。そのため,
総代長となる小学校長に対して「講習会のようなものも開く」ことが準備
されていたようだ66)。
それから,「一面一神祠」設置の実施が決定された時期は, この記事を
見る限り２月半ば頃ではないだろうか。２月８日から14日まで実施された
「日本精神発揚週間」の結果,「日本精神の核心となる皇道と国体明徴」
について,「窮僻とした田舎にまで徹底した意識をもっていること」がわ
かったということである。その真偽はともかく, 次の施策として「一面一
神祠主義により各地に神祠を建て」ることに決定したことは確かである。
この決定の後, おそらく各道知事宛に内務局長通牒を発して,「詳しい
内容」の説明とともに「面として神祠がない所には積極的にこれを建てる
ように」指示が出された。各道では「予算」と「計画」を立て始めている
ようで, 全羅南道, 忠清北道, 平安北道の名前があげられている。
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とくに全羅南道は総督府の指示に従ったかのように,「その計画と設立
認
マ
可
マ
を総督府に提出している最中であるという」と記述されていて注目さ
れる。まだ推論の段階ではあるが, これは全羅南道で先に実施を進めてい
た計画を, 設立許可願が大挙提出されるのを契機に, 総督府当局が２月半
ば頃に施策として取り込んだことを示しているのではないだろうか。第６
節で述べたように, ２月と３月に131祠が許可を受けている。２月分だけ
でも23日付が15祠, 24日付が23祠, 25日付が25祠という多さである。
この当時, 総督府当局は扶余神宮造営計画を立てていて, 本国政府との
折衝が大きな山場を迎えていた。翌３月の７日には第74回帝国議会でこの
予算が成立し, それを受けて翌日に総督府ではこの計画を公表するに至る。
それからは, 扶余神宮を創立し官幣大社に列格するために上奏の手続きへ
と進んでいく。この年の６月15日付で創立され, その後は鎮座を目指すの
であるが, 社殿の基礎工事をほぼ終えた段階で敗戦の日を迎えることにな
る。
したがって, ２月の段階で総督府当局は, 国民精神総動員の一環として，
扶余神宮の造営計画を進めていくとともに, 全羅南道の「一面一祠制度」
計画を他道に拡大することも有効な施策になると判断した, という可能性
が高くなる。まだ推論の段階ではあるが, その可能性を指摘しておきたい。
（２）｢一面一神祠」設置の実施へ
総督府当局により「一面一神祠」設置の実施が各道に指示される直前の
１月，忠清北道では全羅南道に倣うように「一面一神祠」設置の実施を決
定していた67)｡ また，この指示の直後, ３月の『毎日新報』記事は江原道
での状況を次のように伝えている（29日付)。
【春川】江原道内には現在神社が建立されている所が春川と江陵の二
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箇所のみであるため, 道当局では昭和十四年度から同二十年までに一
郡一神社主義で神社を建てようと計画中であるが, 十四年度にはまず
原州と鉄原の二箇所に建立することになったという。そして, 明年が
ちょうど皇紀二六〇〇年に該当するため, 各郡でその記念事業として
神社を建立するという希望が相当あるようなのだが, 神社一社を建て
ようとするなら約三万円の経費がかかるので, 急速なる実現を見るこ
とは難しくなる見込みだという。それから, 神祠は現在三十箇所程度
になるが, 一面一神祠を計画したこともあったが, 経費の関係でやは
り早く実現できないために, 道としては可能な限り各郡で奮発して一
面一神祠を実現することを願っているといい, 皇紀二六〇〇年記念事
業として管下の各面に一神祠を建立しようと計画を立てたという68)。
この記事からは, 江原道で1939年度から1945年度までに「一郡一神社主
義で神社を建てようと計画中」であったことがわかる。しかし経費の問題
で困難が予想されている。かつて「一面一神祠」も計画したことがあるが,
これもまた経費問題で実現しなかった。そこに総督府からの指示が下りて
来たため,「皇紀二六〇〇年記念事業」として, 再び「各面に一神祠を建
立」する「計画」を立てることになったようである。
次は, 多数の神祠の設立を許可された全羅南道に関する続報を『東亜日
報』記事から見てみよう（６月11日付)。
長期戦下, 一面一祠の総督府の趣旨による朝鮮神宮の御神体御奉遷
は, 今年度の全南地方分の百三十四体の御奉遷式が十日午前八時より
朝鮮神宮で厳粛に挙行された。そして, 御神体は全南各面代表の手で
敬虔に守られて□午後零時二十分, 京城発の特別構造の□□も尊厳な
御奉遷列車で一路全南各面に向かった69)。
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この記事は, 許可された多数の神祠に朝鮮神宮の「御神体」を奉遷する
ための行事を伝えている。それは６月10日午前に朝鮮神宮で挙行された奉
遷式のことで, 加えて京城駅発の奉遷列車についても報じられている｡
「御神体」は「今年度の全南地方分」として134体だという。６月の記事
なので「今年度」は1939年度を指すが, 134体という数字を見ると「年度」
と書いたのが誤りであることがわかる。むしろ, 1939年（２月・３月分の
許可が131祠, ４月分は２祠）と理解した方がよいだろう。
また, 奉遷列車は「特別構造」とのことである。各面に到着後は, 各神
祠で鎮座祭がおこなわれたはずである。
８．1940年以降の「一面一神祠」設置方針
各道における「一面一神祠」設置方針の状況を把握するには, 新聞報道
だけでは不充分である。ましてや1940年以降の状況はさらにその把握が困
難である。したがって極めて少ない事例になってしまうが, この節では２
つの記事を紹介しよう。まずは京畿道漣川郡に関する1940年の『毎日新報』
記事である（12月24日付)。
聖戦下に迎えた皇紀二六〇〇年の□□□□□を子々孫々にまで伝えよ
うと, 漣川郡八万郡民が計画してきた郡内十一箇面神祠御造営工事は,
三和郡守の熱情と郡民の赤誠を尽くした勤労作業と劉□□氏の献身的
工事奉仕で, 近ごろ主□□□されたことにより, 二十三日の皇太子殿
下御□□の誕生日を期して朝鮮神宮より御霊代を奉遷し, 全神祠で一
斉に鎮座祭を□□に執行した。これについて三和郡守は左の如く述べ
た。
各面民の□切な熱情により一面一神祠御建造の計画は昨年末頃より始
まり約一年になるのだが, その間に面民の涙あふれる奉仕と劉氏の□
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□的工事奉仕でついに竣工を見ることになった。特に昨年の旱魃によ
り食糧の□□を受けながらも, 面民が神祠に対して真摯な奉仕をした
ことは, 実に彼らが如何に敬神観念に燃えているかを示すものとして
深く感謝する70)。
漣川郡では, おそらく前年２月に総督府当局から出された「一面一神祠」
設置の指示を受けて, 前年末頃に「郡内十一箇面神祠御造営工事」(｢一面
一神祠御建造の計画｣）が始められたと考えられる。漣川郡には1924年に
許可された神祠が１祠あったが, 1940年に新たに10祠が設立許可を受けて
いる。これら10祠は12月23日に朝鮮神宮の「御霊代」を奉遷し, 一斉に鎮
座祭をおこなったという。
次は黄海道に関する1943年の『毎日新報』記事である（６月25日付)。
【海州】黄海道では□戦下敬神崇祖の観念を一九〇万道民に徹底させ
ようと一面一神祠の建立計画を進行している中, 今年二十四箇面神祠
の建立として同計画が完了したことで, 来る十月頃に道内全面神祠の
秋祭りを執行するという71)。
この記事には「一面一神祠の建立計画」が「完了」したとあるが, どう
も「完了」は誤報のようである。この記事の後にも神祠設立の許可は続い
ているからである。
やはり「一面一神祠」設置の実施は, 一部の郡を除き，全羅南道以外で
はなかなか困難であったようだ。そのことを確認できる『毎日新報』記事
がある（８月10日付)。
ホトンド 府ヤ邑ダケデ 面ニハ 三分ノ二 イジャウモ 神社ヤ
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神祠ガ ナイ アリサマデ アリマスノデ コレカラ, メイメイ ソ
ノマチニ スム人タチノ マゴコロニヨッテ ドノ マチニモ ノコ
ラズ 神社 神祠ヲ タテル コトニ イタシマシタ72)
この記述からは, 総督府当局が1943年になってもまだ「一面一神祠」設
置の実施を指示していたことがわかる。このような実施困難な状況の理由
として, 第一に経費の問題があげられるが (江原道で顕著だったように),
戦時体制下における神職不足の実態もまたそれに次ぐ大きな理由となろ
う73)。神祠にはいわば受持神職の制度があり, 祭祀を神職に委託していた
からだ。
増設された多くの神祠は, 神職への委託が困難であったことは確かであ
る。それに備えて，崇敬者の中で神社祭祀に講習を受ける等して「心得」
のある者がこれをおこなうことを可能としていたが（改正「神祠ニ関スル
件」第８条, 第７節第１項で述べた), その担当者となるべき総代長に想
定された小学校長が順調に役割を果たせたかどうかも疑わしい。
その後, 敗戦の１年あまり前である1944年４月頃には, 神社の造営等の
工事は一切停止されていて, もはや神祠の増設云々どころではない事態に
陥るのであった74)。
お わ り に
本稿では, 神社・神祠の増設という政策の立案・決定過程を, 一面一神
社・神祠設置方針の変遷を辿っていくことで明らかにすることを課題とし
たが, 本文の分析で多少なりとも明らかになった点を各節の要点として次
に列挙しよう。
１. ｢神社寺院規則｣ (1915年) の施行に際して, ｢区域｣ として一府 (邑)
面に一神社設置の原則が打ち出された。その原則は1936年の神社制度改編
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で,「神社規則」(｢寺院規則」とともに分離）が改正をともない分離制定
された時にも継承されることになる。一方, 神祠にも上記の原則は適用さ
れたと考えられる。なぜなら, 神祠は将来において神社に昇格することが
前提となる「特例」であったからである。よって神社と神祠を合わせるな
ら, 一府（邑）面に一神社または一神祠設置の原則ということができる
（邑は1930年に法制化)。
２.「神祠ニ関スル件」(1917年）制定後も, 無許可の神祠, つまり無願
神祠は少なからず存在しており, 総督府当局でも把握できていないのが実
情であったと考えられる。許可された神祠数の変遷を辿ることで, 逆にこ
れら無願神祠の存在が浮かび上がってきた。
朝鮮に存在した神社施設を整理すると, 法令にしたがえば, 許可された
神社, 許可された神祠, 無許可の無願神祠という３種類となる。
1930年代に入ると, 農村振興運動の展開の中で〈官製〉村落祭祀が創ら
れていく。これらも無願神祠であるため, 総督府当局ではこのような施設
に対して取締りを開始していく。逆に, 無願神祠を創る側からすると, 許
可が必要な「神祠」と不必要な「個人祭祀」を分ける基準が曖昧であり,
罰則規定（｢神社寺院規則」第20条）も適用されていない。これに目を付
けて, 神社から霊代を授与され祭神として奉斎すれば, 面倒な規制を受け
ないで, 自分たちの信仰対象となる神社施設を作ることが可能であったと
いうことになる。
３．先行研究が示すように, 宇垣一成総督により提唱された「心田開発
運動」の一環として神社制度が改編されている（1936年８月)。一面一神
社・神祠設置方針が出される過程を新聞報道で確かめたところ, この方針
は「心田開発運動」の「中心計画」であった可能性が高い。
４．神社行政にとっては, 神社制度改編時の「神祠ニ関スル件」改正に
より（第11条で無願神祠を対象とする罰則が設けられた), 無願神祠の取
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締り体制をようやく確立することができたといえる。しかし, 取締り強化
は神祠の設立出願増に対してあまり効果がなかったようで, 1937・38年に
神祠の増設数が少し落ち込をみせる。これは神祠の設立者側が規制を嫌っ
て設立出願をしなくなったことの反映だと考えられる。
また, 一面一神社・神祠設置方針に関してなら, 神社制度改編において
も継承されていて,「神社規則」によりその増設体制が法的に準備された
ことになる。しかし, この直後に総督が宇垣一成から南次郎に交代する。
そのため, この方針は法令の制定・改正時に発せられた内務局長通牒（前
述）による説明程度に留まり, この時期には具体的に実施の指示を出すま
でには至っていない。むしろ, 神社行政は制定・改正された関係法令の施
行に徹していたことを確認できる。
５．新聞報道によると, 日中戦争の開始（1937年７月）直前において,
道知事会議（４月）での各知事たちの答申は「心田開発運動」を肯定的に
捉えていて, それを継続することを唱える意見が大部分であったようだ。
総督府当局ではこれらの答申案をもとに具体案を作成し, 本格的に「信仰
対策」を「講究」することになったという。
しかし, 戦争開始にともなう時局の変化のために, この「信仰対策」は
保留になったということができる。
６．上記「信仰対策」が保留の間, 全羅南道では, 神社制度改編時の一
面一神社・神祠設置方針を受け, 単独で一面に一神祠を設置する計画を
「皇紀二六〇〇年記念事業」の一環として立てた。そして, 1938年６月頃
にはその計画はできあがっていた。それが実施に移され, 1939年と1940年
に多数の神祠が増設されたので, 神祠数は道内の府邑面に相当するまでに
増え, 一面一神祠設置の計画は完了した。
これらの新設された多数の神祠は, 先に設立出願させるという取締り強
化（改正「神祠ニ関スル件」第11条）に反して, 社殿の建設が先に進めら
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れていたことも確認できる。そして, 1938年度末までの間の設立許可は,
年明けの２月23日付のものから始まっていて, しかも２月と３月の日付が
この年度分のほとんどすべてであった。
上記「信仰対策」が保留の間, 全羅南道以外で一面一神祠設置の計画を
立てた事例として, わかる範囲で開豊郡（京畿道）と沃川郡（忠清北道）
の２つをあげられる。これらの事例でも, 設立出願をする前に社殿の建設
が先に進められていたので, 従来からの一般的な実態であったと考えられ
る。取締り強化後とはいえ，現実問題として設立の経費が重要課題である
ため, 神社行政では規制するよりも確実に建設することを優先していたの
ではないだろうか。
７．1939年２月半ば頃, 総督府当局では,「心田開発運動」の「中心計
画」であった一面一神社・神祠設置方針を実施に移すことに決定したよう
だ。ただし一面に一神社設置は不可能であるから, 後退してより現実的な
「一面一神祠」設置に絞られている。
この決定は, 全羅南道で先に実施を進めていた計画を, 設立許可願が大
挙提出されるのを契機に, 総督府当局が２月半ば頃に施策として取り込ん
だものではないかと推測している。換言すれば, ２月の段階で総督府当局
は, 国民精神総動員の一環として，扶余神宮の造営計画を進めていくとと
もに, 全羅南道の「一面一祠制度」計画を他道に拡大することも有効な施
策になると判断した, という可能性が指摘できる。
多数増設していく神祠の総代長は小学校長が想定されていた（出願時の
代表とは異なる)。また, 祭祀を神職に委託できない場合が予測されるの
で, 神社祭祀に「心得」のある者が祭祀をおこなえる規定に則り（改正
「神祠ニ関スル件」第８条), これら小学校長に対して「講習会」も準備
されていたようだ。
８．1940年以降の「一面一神祠」設置の実施に関して極めて少ない事例
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しか示せないが，総督府当局は, 1943年になってもまだ一面に一神祠設置
の実施を指示していることを確認した。このような実施困難な状況の理由
として, 第一に経費の問題があげられるが, 戦時体制下における神職不足
の実態もまたそれに次ぐ大きな理由と考えられる。そして，1944年４月頃
には神社の造営等の工事は一切停止されていて, もはや神祠の増設云々ど
ころではない事態に陥るのであった。
ではここで, 以上の要点をもとに神祠の統制問題をまとめてみよう。確
認のために朝鮮に存在した神社施設を法令にしたがって列挙すると, 許可
された神社, 許可された神祠, 無許可の無願神祠という３種類となる。
無願神祠には３つの型があった。１つめの型は,「公衆」の「参拝」対
象とならない個人的な祭祀施設であり, これは法的な「神祠」に該当しな
い。２つめの型は, 法的な「神祠」に該当するにもかかわらず, 名称を神
祠としない等で許可を受けていない施設となる。３つめの型は「神祠ニ類
似ノ施設」で, これはさらに２つに分類される。
それは, ①事実上は法的な「神祠」のように機能しているにもかかわら
ず, 祭神を偽る等で設立出願していないタイプ, および②「公衆」を対象
にしていないため「神祠」にする必要がないにもかかわらず,「神祠」の
ような「社殿」を建設したタイプである。
以上のような無願神祠は,「神社寺院規則」実施の中で打ち出された一
面一神社・神祠設置方針のもとにあっても, 少なからず存在したと考えら
れる。なお, ２つめと３つめの型が取締り対象の無願神祠となり, 法の網
をくぐって規制を受けていなかった。
しかしながら, 1938年に全羅南道で一面に一神祠設置を実施に移す計画
が始まり, 総督府当局も1939年２月 (推定) に「一面一神祠」設置の実施
を決定してからは, 統制下の神祠が多数を占めていくことになったといえ
る。
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最後に今後の課題を述べよう。推測として記した事項はいうまでもない
が, それ以外にとくに政策史の課題として残るのは, 1938年から1939年に
かけての立案・決定過程の解明である。すなわち, 全羅南道で先に実施し
た一面一神祠設置を総督府当局が取り込んでいく過程を実証することが必
要である。それとともに, 一面一神祠設置の政策を, 扶余神宮造営計画と
の関係をはじめとして, 統治政策全体の中で位置づけることも重要な課題
となる。
また, 小学校長が神祠の総代長に想定されていたことは, 神祠設立が小
学校と関係していることを意味しているので, この問題75) も含め, 設立状
況の実態解明が急がれる。それから無願神祠の存在に関しても, 資料がほ
とんど見あたらないために困難が予想されるが, 研究対象とすべき問題で
あることを指摘しておきたい。
注
1) この目的を対象とした研究に, 拙稿「朝鮮総督府の神社政策における国幣
小社列格 「国魂大神」奉斎を中心に」(『桃山学院大学人間科学』第35号,
2008年７月), および拙稿「植民地期朝鮮における国幣小社とその祭神
「天照大神」と「国魂大神」の合祀」(『国際文化論集』[桃山学院大学〕第
38号, 2008年７月）がある。
2) 拙稿「朝鮮総督府による神社・神祠の増設政策 村落祭祀利用の視点か
ら」(『国際文化論集』[桃山学院大学〕第39号, 2009年３月)。以下の註でも
本稿の前編と呼ぶ。
3) 山口公一『植民地期朝鮮における神社政策と朝鮮社会』(一橋大学博士学
位論文, 2006年３月）第４章第１節を参照。同論文は, 1920年代に登場した
「神社非宗教論」にもとづき, 神社の「国民儀礼」が1930年代以降は「浮上」
(1931～1936年),「強要」(1937～1945年）として展開されるという枠組みで
多くの成果を出した。だがこの枠組みを用いて, 満洲事変にともない「帝国」
内における「国民的一体性」の必要性を深めたことも一要因で, 総督府は神
社制度を改編して「国民統合」をなし得る基盤を制度的に完成させたと状況
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分析的な説明をしている。この時期の神社政策に関する研究が進んでいない
ため, このような説明をせざるを得なかったものと思われる。それゆえ，先
行研究者の一人として研究の遅れを補うべく，筆者は一面一神社・神祠設置
方針の問題をはじめとして, 1930年代の神社政策について研究を進めていく
ことを目指している。
4) 高谷美穂「植民地朝鮮における神社政策の展開と実態」(姜徳相先生古希
・退職記念論文集刊行委員会編『姜徳相先生古希・退職記念 日朝関係史論
集』新幹社, 2003年）を参照。しかし, 一面一神社・神祠設置方針自体の解
明は課題として残された。
5) 前掲の山口博士論文第４章第１節を参照。
6) この通牒は朝鮮神職会編『朝鮮神社法令輯覧』(帝国地方行政学会朝鮮本
部, 1937年), および全羅南道編『現行全羅南道例規集・内務』(1937年）に
収録。後者の資料は韓国の国家記録院所蔵。
またこの通牒には,「神祠ニ関スル件」(総督府令第21号, 1917年）が制定
された趣旨も説明されている。すなわち,「地方住民ノ事情ニ依リ一般神社
ノ体裁ヲ具備セル神社ヲ創立難致場所ニ限リ其ノ地方住民ニ敬神上ノ満足ヲ
与フル為特例ヲ設ケラレタル義ニ付」とあるように,「特例」であることが
明記されている。
7) 各道知事宛の内務局長通牒「神社ノ施設改善ニ関スル件」(内第411号,
1935年10月18日)。前掲『朝鮮神社法令輯覧』および前掲『現行全羅南道例
規集・内務』に収録。
8) 岩下伝四郎編『大陸神社大観』(大陸神道聯盟, 1941年）に所収（145・
146頁)。同書の編修のために,「朝鮮総督府をはじめ, 在満日本大使館, 満
鉄, 満洲拓植公社, 満洲国祭祀府, 満洲国協和会, 及び鮮, 満, 支各神社か
らは多くの貴重な参考資料を寄せられた」(｢序詞｣）という。それゆえ,「神
祠ニ関スル件」の改正法令の掲載とともに, その改正条文に関する朝鮮総督
府当局の「説明」も載せられているのである（｢神社規則」等も同様)。
9) 府尹・郡守・島司宛の内務部長通牒「神社寺院並布教ニ関スル件」(学第
998号, 1915年９月28日）による。前掲『現行全羅南道例規集・内務』に収
録。
10) ｢神社寺院創立許可標準」(1916年８月12日決裁）による。前掲『現行全羅
南道例規集・内務』に収録。この資料は内規として総督府内務部で「決裁」
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されたもので, それが各道に下達されたと判断できる。
11) 参考までに「神社」欄の他の項目の内容を示そう｡「境内地」は「坪数百
五十坪以上ナルコト｣,「建物」は「神殿拝殿各三坪以上ナルコト但シ神殿拝
殿兼用ノ建物ナルトキハ五坪以上ニテ差支ナシ｣,「維持方法」は「基本財産
ヨリ生スル収入及其ノ他確実ナル収入三百円以上ナルコト｣,「崇敬者又ハ檀
信徒」は「百五十戸以上ナルコト」と記されている。
12) 各道長官宛の政務総監通牒「神祠ニ関スル規則ヲ定ムル件」(内秘第71号，
1917年３月22日)。前掲『朝鮮神社法令輯覧』および前掲『現行全羅南道例
規集・内務』に収録。
13) 府尹・郡守・島司宛の全羅南道内務部長通牒「神社及神祠ノ設立許可方針
ニ関スル件」(地第67号, 1932年10月21日)。同資料は前掲『現行全羅南道例
規集・内務』に収録｡「其ノ筋」つまり内務局より「通牒アリタル」につき,
その内容を下達したのがこの内務部長通牒であろう。
14) 無願神祠といえば北海道開拓地を想起させる。朝鮮でも日本人移民が創る
神社施設に対して神社創立許可・神祠設立許可という統制問題が生じたので,
無願神祠の存在が注目されるところである。たとえば, 府尹・郡守・島司宛
の全羅南道内務・警察部長通牒「無願神祠ノ建立ニ関スル件」(1934年９月
１日）の題目に見られるように, 朝鮮でも神社行政は「無願神祠」の語を用
いていたと考えられる。同通牒は前掲『現行全羅南道例規集・内務』に収録。
15) 神祠数の変遷を見るうえで, 設立許可が実際の設置（鎮座）をともなって
いない等の理由で，正確な数字を把握することは難しい。そこで，本稿では
各年の増加分の増減傾向に注目するため, 長い期間にわたり同一資料で簡単
に把握できる利点から,『朝鮮総督府統計年報』を用いることにした。
16) 各道知事（慶尚南道を除く）宛の内務局長通牒「神祠ノ祭神ニ明治天皇ヲ
勧請スル願ヲ許ス件」(1925年６月)。前掲『朝鮮神社法令輯覧』に収録。前
掲『現行全羅南道例規集・内務』にも, 同通牒を府尹・郡守・島司に下達す
る同名の全羅南道内務部長通牒（地第148号, 1925年６月30日）が収められ
ている。
17) 前掲の全羅南道内務部長通牒「神社及神祠ノ設立許可方針ニ関スル件」
(1932年10月21日）は, 各道知事宛の内務局長通牒と判断できる文書を載せ
ている。
18) 邑各面長宛の全羅北道南原郡守通牒「神社及神祠設立許可方針ニ関スル件」
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(南庶第3552号, 1932年10月18日）による。同資料は韓国の国家記録院所蔵
の全羅北道南原市金池面『庶務例規綴』(1917～1949年）に所収。この南原
郡守通牒は前註の全羅南道内務部長通牒と同内容である。よって, これから
判断するなら, 各道知事宛に発せられた内務局長通牒が, 全羅北道内務部長
通牒となって南原郡守に下達され, さらに南原郡守通牒となって朱川面（現
・金池面）長に下達されたと考えられる。
19) たとえば, 全羅北道長水郡の長水警察署は構内に「大麻殿」が奉祀されて
いた。これは神宮大麻（伊勢神宮から頒布された御札）を祀った神祠と思わ
れる｡『自力更生彙報』第31号の八尋生男「全北に於ける農民訓練所その他
」(1936年３月20日, ９頁）による。板垣竜太〔監修・解説〕『自力更生彙
報 朝鮮総督府農業政策史料』第１～６巻（ゆまに書房, 2006年）は,
『自力更生彙報』を復刻出版したもので, この資料を利用した。
なお,「大麻殿」と農村振興運動との関係については, 拙稿「植民地朝鮮
における農村振興運動期の「敬神崇祖」 朝鮮総督府の神社政策に関連し
て」(『桃山学院大学総合研究所紀要』第33巻第３号, 2008年３月）を参照さ
れたい。
20) 朝鮮総督府編『農山漁村に於ける中堅人物養成施設の概要』(1936年）に
掲載された養成施設の中には,「神祠」が設けられている事例も少なくない。
21）小山文雄『神社と朝鮮』(朝鮮仏教社，1934年，141頁) に，｢私祭神祠｣
の例としてあげられている。
22) 岩下伝四郎編『大陸神社大観』(大陸神道聯盟, 1941年）に所収の「説明」
による（145・146頁)。同書の編修のために,「朝鮮総督府をはじめ, 在満日
本大使館, 満鉄, 満洲拓植公社, 満洲国祭祀府, 満洲国協和会, 及び鮮, 満,
支各神社からは多くの貴重な参考資料を寄せられた」(｢序詞｣）という。そ
れゆえ,「神祠ニ関スル件」の改正法令の掲載とともに, 朝鮮総督府当局の
改正条文に関する「説明」も載せられているのである（｢神社規則」等も同
様)。
本文で述べた無願神祠の３つの型は, この「説明」に示された３つのケー
スを参考にしながらまとめたものである。
23) 拙稿「朝鮮総督府の農村振興運動期における神社政策 「心田開発」政
策に関連して」(『国際文化論集』[桃山学院大学〕第37号, 2007年12月）を
参照されたい。
朝鮮総督府による神社・神祠の増設政策（中編)
― ―179
24) 前掲の全羅南道内務・警察部長通牒「無願神祠ノ建立ニ関スル件」(1934
年９月１日)。
25) 各道知事宛の内務局長通牒「神社神祠ノ霊代授与ニ関スル件」(1935年２
月)。前掲『朝鮮神社法令輯覧』に収録。なお, 前掲『現行全羅南道例規集
・内務』にも, この通牒を各神社所在地の首長に下達した内務部長通牒が収
録されている。そこには, 神社が神祠に霊代を授与した時はその都度報告す
べしとの指示が加えられている。
26) 前掲の拙稿「朝鮮総督府の農村振興運動期における神社政策」を参考にし
ている。
27) ｢近く半島人の／神官が生れる／一面一祠の実現近し」(『京城日報』1938
年３月17日付〔朝刊], ２面)。
28) 前掲の高谷論文を参考にした。
29) ｢崇祖敬神
を
鼓吹／民心作興
を
図謀／竹内咸北知事
の
腹案」(『毎日申報』
1935年７月４日付〔朝刊], ４面「北部版｣)。
30) 朝鮮総督府各局長, 官房課長, 所属官署の長宛の政務総監官通牒「国体明
徴ニ関スル件」(官通牒第23号, 1935年８月10日付)｡ 『朝鮮総督府官報』第
2574号（1935年８月10日）に掲載。
31) ｢神社参拝
の
激増
は
／敬神観念
の
顕現／閔氏
の
特志
に

は
感激不已／金忠北
道知事談」(『毎日申報』1935年10月２日付〔夕刊], ４面)。
32) 朝鮮総督府各局長, 官房課長, 所属官署の長宛の政務総監官通牒「国体明
徴ニ関スル件」(官通牒第34号, 1935年10月25日付)｡ 『朝鮮総督府官報』第
2636号（1935年10月25日）に掲載。
33) 前掲の内務局長通牒「神社ノ施設改善ニ関スル件」(1935年10月18日)。
34) ｢面毎にお社／朝鮮僧を街頭へ／心田開発さらに努力」(『京城日報』1935
年11月９日付〔夕刊], ２面)。
35) 各道知事宛の内務局長通牒「神社ニ関スル法令ノ施行ニ関スル件」(内秘
第89号, 1936年８月)。前掲『朝鮮神社法令輯覧』に収録。前掲『現行全羅
南道例規集・内務』にも, 同通牒を府尹・郡守・島司に下達する同名の全羅
南道内務部長通牒（1936年９月14日）が収録されている（ただし国幣社に関
する部分は削除されて)。
36) この記述に続けて例外が記されている。それは,「特ニ地勢上二以上ノ府
邑面ニ渉リ又ハ聚落ヲ全然異ニスルガ為府邑面ノ一部ニ依ルガ如キ場合ハ箇々
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ノ事情ニ即シ詮議ス」とあるように, 地理的な理由による場合である。なお,
第２節では別の「例外」として, 一府邑面に設けられている神社または神祠
の他にさらに神祠が設立できることを考察した。この「例外」に関しては,
当該の内務局長通牒には何も記載がないので, 目下のところ否定されていな
いものと判断している。
37) 改正「神祠ニ関スル件」(総督府令第79号, 1936年８月）の第11条は,「許
可ヲ受ケスシテ神祠ヲ設ケタル者ハ一年以下ノ禁錮又ハ二百円以下ノ罰金ニ
処ス」という罰則である｡「神祠ニ類似ノ施設」に対する処置をはじめ, こ
の罰則規定についての詳細は, 本稿の前編第３節を参照されたい。
38) 前掲の内務局長通牒「神社ニ関スル法令ノ施行ニ関スル件」(1936年８月）
の第17項目「神祠ニ関スル件ノ改正ニ付テ」に, 罰則規定に関連して記され
ている。
39) 本稿の前編では, 総督府当局を代弁する言説として, 統制の一方で, 村落
祭祀の祭祀形態を利用することに力点を置く利用案も考えられていたことを
示した。
40) ｢敬神崇祖思想普及／道民
の
精神作興／各青年団
の
陣容
を

も つ と
拡張／李
忠南知事帰任談」(『毎日申報』1936年10月８日付〔朝刊],「南部版」４面)。
41) 郡守・島司宛の全羅南道内務部長通牒「府令『神祠ニ関スル件』ノ改正ニ
関スル件」(1936年９月21日)。前掲『現行全羅南道例規集・内務』に収録。
42) 府尹・羅州・高興・長城郡守宛の全羅南道内務部長通牒「神職減額旅費規
程ノ件」(1936年９月28日)。前掲『現行全羅南道例規集・内務』に収録。
43) 府尹・羅州・高興・長城郡守宛の全羅南道内務部長通牒「神社崇敬者醵出
金ニ関スル件」(1936年９月30日)。前掲『現行全羅南道例規集・内務』に収
録。
44) 各道知事宛の内務局長通牒「神明神祠祭神ニ関スル件」(1936年12月22日)。
前掲『朝鮮神社法令輯覧』および前掲『現行全羅南道例規集・内務』に収録。
45) ｢全羅南道神社処務規程」(全羅南道訓令第２号, 1937年１月15日)。前掲
『現行全羅南道例規集・内務』に収録。なお,「全羅南道神社処務規程ニ関
スル件」(全羅南道訓令第４号, 1937年１月15日）で「概要」(｢注意ヲ要ス
ルモノ」として）が示されている。
46) 1935年１月の臨時道知事会議では, 更生指導部落拡充十年計画（約10年の
間に更生指導計画を朝鮮の全「部落」に「拡充実施」するという計画）が決
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定され, その遂行のために「指導網の拡大強化を図」り, 同時に「中堅人物」
の養成にも「特設の努力を払」うという結論が出された。前掲『自力更生彙
報』第17号の「道知事会議状況」(1935年１月20日, ４頁）による。詳細は,
前掲の拙稿「植民地朝鮮における農村振興運動期の「敬神崇祖｣」を参照さ
れたい。
47) ｢道知事会議日程」(『京城日報』1937年４月21日付〔夕刊], １面)。
48) ｢道知事会議【第四日」(『京城日報』1937年４月24日付〔夕刊], １面)。
49) ｢文廟祭典参拝勧奨／一面一社神社建設／類似宗教善導
の
意見
も
有力／本
府, 民衆信仰対策講究」(『毎日申報』1937年４月26日付〔夕刊], １面)。
50) その報告は, 村山智順が著した『朝鮮の郷土神祀・部落祭』([朝鮮総督府〕
調査資料第44輯）という調査書にまとめられ, 1937年の５月頃に発行されて
いる。この調査書の政策意図等については, 本稿の前編を参照されたい。
51) ｢全朝鮮各地
に
／神社多数
を
建立／国体明徴強化
せ ん と
」(『毎日申報』1938
年２月９日付〔夕刊], １面)。
52) 皇典講究所（1882年～1946年１月）は神職養成事業などをおこなう神道教
育機関で, 学階の制度（学正と司業に分けられる）を設けていた｡ 前掲『朝
鮮神社法令輯覧』 所収の「皇典講究所朝鮮分所規則」によると, 朝鮮分所は
朝鮮神宮宮域内に事務所を置き, 朝鮮内の学階所有者を監督しながら, 神職
の養成や講習等の事業をおこなっていた。分所長は朝鮮神宮宮司が務めてい
たようだ。本文に引用した『毎日申報』の２月９日付記事から, 朝鮮分所の
神職養成部は1938年度より開設したと推測される。
53) 拙稿「植民地期朝鮮の神職に関する基礎的研究 戦時体制下の神職任用
を中心に｣, 松田利彦・やまだあつし編『日本の朝鮮・台湾支配と植民地官
僚』(思文閣出版, 2009年３月）を参照されたい。
54) 前掲の拙稿「植民地期朝鮮における国幣小社とその祭神」の第４節を参照
されたい。
55) ｢朝鮮総督府発表」(1939年３月８日付）による｡「扶余に官幣社御造営」
(『京城日報』1939年３月９日付〔夕刊], １面）等に掲載されている。
56) 館哲二・内務次官宛の大野緑一郎・朝鮮総督府政務総監による依頼文「扶
余神宮ノ御創立ニ関スル件」(内秘第154号, 1938年11月19日)｡「朝鮮忠清南
道扶余郡扶余面ニ扶余神宮ヲ創立シ官幣大社ニ列格セラル」(アジア歴史資
料センター,『公文類聚』第63編・昭和14年・第97巻・社寺門・神社・寺院,
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国立公文書館所蔵）に所収。
57) 佐藤弘毅「戦前の海外神社一覧Ⅱ 朝鮮・関東州・満洲国・中華民国」
(『神社本庁教学研究所紀要』第３号, 1998年）に掲載の表「神祠名｣。
58) ｢全南道内府邑面
に
／神社
を
新設」(『東亜日報』1938年６月30日付〔夕刊],
７面「南部版｣)。
59) ｢全南一面一神祠計画／明年中
に
完成予想／道民
の 火 燃 え る
誠意
で
」(『毎日
新報』1938年８月９日付〔夕刊], ４面「中東版｣)。
60) ｢全南一面一神祠計画／明年度
に
全部完成／今年度
に

は
百三十九祠
を
設立
／敬神思想徹底涵養」(『毎日新報』1938年12月22日付〔夕刊], ３面)。
61) 青井哲人『植民地神社と帝国日本』(吉川弘文館, 2005年）のⅡ部第２章
第２節（185～186頁）を参照。
62) ｢一面一神祠計画／開豊郡
で
樹立	
し
／敬神崇祖観念涵養」(『毎日新報』
1938年６月５日付〔夕刊], ３面「中東版｣)。
63) ｢開豊郡南面
に
／神祠建造進行／今年十月頃
に
竣工」(『毎日新報』1938年
６月25日付〔夕刊], ３面「中東版｣)。
64) ｢一面一神祠計画／沃川各面
に
奉賛会／十九年度

ま で
完了」(『毎日新報』
1938年10月16日付〔夕刊], ３面「中東版｣)。
65) ｢一面
に
一神祠／1975個面
におしなべて
建立」(『毎日新報』1939年２月17日付
〔朝刊], ３面)。
66) これを裏付ける資料がある。朝鮮神職会の『鳥居』(第９巻第６号, 1939
年６月, ８頁）によれば, 1939年３月に, 京畿道金浦郡教育会の「要請に基
づく「神祠奉務に関する講習会」に校長らが参加し, ５日間に渡り朝鮮神宮
で実施され」たという。樋浦郷子「1930年代朝鮮の神祠」(朝鮮史研究会関
西部会例会での発表レジュメ, 2009年５月23日）を参考にした。
同レジュメは『朝鮮総督府官報』での「神祠設立許可」にもとづき, 全羅
南道では出願の代表者は「面長の確率が非常に高い」と分析している。やは
り官主導の設立であるようだ。しかしながら，｢神祠ニ関スル件｣ では（改
正後も）出願の代表者が総代あるいは総代長となるという規定はない。総代
長は別途に小学校長が担当するというパターンの可能性を, 確認する必要が
あるだろう。
67）前掲の高谷論文は『京城日報』記事を引用しながら，1939年１月における
忠清北道での「一面一神祠」設置方針決定に関して論じているので参照され
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たい。
68) ｢一郡一神社
を
目標
に
／江原
で
建立
を
計画／明十四年度
か ら
同二十年
ま で
／一面一神祠	
も
促進」(『毎日新報』1939年３月29日付〔夕刊], ４面「中東
版｣)。
69) ｢朝鮮神宮御神体／全南御奉遷式執行」(『東亜日報』1939年６月11日付
〔朝刊], ２面)。
70) ｢一面一神祠完成／二十三日, 一斉鎮座祭執行／漣川郡」(『毎日新報』
1940年12月24日付〔夕刊], ３面「中東毎新｣)。
71) ｢一面一神祠計画完了／今秋各地秋祭執行」(『毎日新報』1943年６月25日
付〔朝刊], ４面)。
72) ｢面毎ニ神社御建造／敬神崇祖ノ心ヲ培フ」(『火曜版・国語教室』1943年
８月10日付, １面)。この時期の『毎日新報』朝刊には地方版に「国語毎新」
欄が設けられているが, 火曜日は別冊で『火曜版・国語教室』が発行されて
いたようだ。
73) 戦時体制下の神職任用については, 前掲の拙稿「植民地期朝鮮の神職に関
する基礎的研究」を参照されたい。
74) 前掲の拙稿「植民地期朝鮮における国幣小社とその祭神」の第４節を参照
されたい。
75) 前掲した樋浦の発表レジュメ「1930年代朝鮮の神祠」は, 神祠増設におけ
る「学校との関係」の問題を取りあげている。
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A Study of the Shrine-Expansion Policy
of the Japanese Government-General of Korea
in the Light of the Principle of Founding
One Shrine (神社・神祠）in Each (面)
Masaaki AONO
In 1936, the Japanese Government-General of Korea reorganized the
colony’s shrine system. This reorganization was carried out for two purposes :
first, to promote some of the main shrines to the status of Kokuhei-shosha
(国幣小社), which ranked sixth among nationally-supported shrines ; and sec-
ond, to increase the overall number of shrines (神社・神祠) as a way of mo-
bilizing Korean people to carry out the Government-General’s policies.
In this paper I examine principally the second of those two purposes. By
analyzing the Government-General’s principle of having one shrine in each
myeon (面), I seek to clarify the process through which that policy was
formed.
